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７．個　別　財　務　諸　表　等

　（１） 中 間 貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

２００１年９月中間期 ２０００年９月中間期 ２００１年３月期

科 目 ( 2 0 0 1 . 9 . 3 0 ) ( 2 0 0 0 . 9 . 3 0 ) （ 2 0 0 1 . 3 . 3 1 ）

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

( 資 産 の 部 ） ％ ％ ％
 Ⅰ　流　動　資　産
現 金 及 び 預 金 ９,３８１ ９,６１０ １０,６５４
受 取 手 形 ９３３ １,００８ ５８２
売 掛 金 ２,９９９ ２,９０１ ３,４８２

た な 卸 資 産 ３,０５５ ３,３７３ ３,００２

そ の 他 １,９９７ １,８３４ ２,０８１
貸 倒 引 当 金 △　　　１２ △　　　２３ △　　　２２

流 動 資 産 合 計 １８,３５４ 38.7 １８,７０４ 39.5 １９,７８０ 41.4

 Ⅱ　固　定　資　産
 １．有 形 固 定 資 産

建 物 １０,４９９ ９,６７７ ９,６８３
機 械 及 び 装 置 １,１９３ １,０８５ １,１１０
工 具 器 具 備 品 ４,２６９ ４,１１８ ４,２５３
土 地 ６,２８６ ６,３４２ ６,３１６
建 設 仮 勘 定 － ２６５ ５３０
そ の 他 ７２９ ６６０ ６６１
減 価 償 却 累 計 額 △１０,１４４ △ ９,５７４ △ ９,９３６

有 形 固 定 資 産 合 計 １２,８３３ 27.1 １２,５７５ 26.6 １２,６１８ 26.4

２．無 形 固 定 資 産 ３７６ 0.8 ３７２ 0.8 ３６４ 0.8

３．投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券 １２,０８１ １２,２１８ １１,００３
長 期 貸 付 金 ７８８ ８８８ ９０８
そ の 他 ３,０２２ ２,６５６ ３,１４９
投 資 評 価 引 当 金 △　　　７９ △　　　７９ △　　　７９
貸 倒 引 当 金 △　　　　４ △　　　　６ △　　　　６

投資その他の資産合計 １５,８０８ 33.4 １５,６７８ 33.1 １４,９７５ 31.4

固 定 資 産 合 計 ２９,０１７ 61.3 ２８,６２６ 60.5 ２７,９５９ 58.6

資 産 合 計 ４７,３７２ 100.0 ４７,３３１ 100.0 ４７,７３９ 100.0
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（単位：百万円）

２００１年９月中間期 ２０００年９月中間期 ２００１年３月期

科 目 ( 2 0 0 1 . 9 . 3 0 ) ( 2 0 0 0 . 9 . 3 0 ) （ 2 0 0 1 . 3 . 3 1 ）

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

( 負 債 の 部 ) ％ ％ ％
 Ⅰ 流 動 負 債
買 掛 金 １,７７０ １,７９７ １,７５７

短 期 借 入 金 １,０００ － １,０００

一年以内償還予定転換社債 － ７９５ －

未 払 法 人 税 等 － － １９

賞 与 引 当 金 ６２２ ７００ ５８８

そ の 他 ８５３ ８３０ ９６４

流 動 負 債 合 計 ４,２４６ 9.0 ４,１２２ 8.7 ４,３３０ 9.1

 Ⅱ 固 定 負 債
長 期 借 入 金 ７ ８ ８

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １３２ ４２８ ４４８

そ の 他 １４ １１ ７

固 定 負 債 合 計 １５４ 0.3 ４４７ 1.0 ４６４ 1.0

負 債 合 計 ４,４００ 9.3 ４,５７０ 9.7 ４,７９４ 10.1

( 資 本 の 部 )
 Ⅰ 資 本 金 ９,２７４ 19.6 ９,２７４ 19.6 ９,２７４ 19.4

 Ⅱ 資 本 準 備 金 １０,８００ 22.8 １０,８００ 22.8 １０,８００ 22.6

 Ⅲ 利 益 準 備 金 ８４７ 1.8 ７６５ 1.6 ７９７ 1.7

 Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金

 　１．任 意 積 立 金 ２１,３４４ ２０,８３３ ２０,８３３

 　２．中間（当期）未処分利益 ８３７ ９２３ １,２６０

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 ２２,１８２ 46.8 ２１,７５７ 46.0 ２２,０９４ 46.3

Ⅴ その他有価証券評価差額金 △　　１３２ △0.3 １６３ 0.3 △　　　２１ △0.1

資 本 合 計 ４２,９７１ 90.7 ４２,７６０ 90.3 ４２,９４４ 89.9

負 債 及 び 資 本 合 計 ４７,３７２ 100.0 ４７,３３１ 100.0 ４７,７３９ 100.0
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　(２) 中 間 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

２００１年９月中間期 ２０００年９月中間期 ２００１年３月期

科 目 (2001.4.1～2001.9.30) (2000.4.1～2000.9.30) (2000.4.1～2001.3.31)

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％         ％ ％
 Ⅰ　売　　　　　上　　　　　高 １３,９４５ 100.0 １５,１６９ 100.0 ２９,６１７ 100.0
 Ⅱ　売　　　上　　　原　　　価 １０,６２６ 76.2 １１,０８５ 73.1 ２１,７２８ 73.4

売 上 総 利 益 ３,３１９ 23.8 ４,０８４ 26.9 ７,８８８ 26.6

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 ３,６５８ 26.2 ４,１９３ 27.6 ８,１７４ 27.6

営 業 損 失 （ △ ） △　　３３９ △ 2.4 △　　１０９ △ 0.7 △　　２８５ △ 1.0

 Ⅳ　営　　業　　外　　収　　益 ６１６ 4.4 ５２３ 3.4 １,３２７ 4.5

受 取 利 息 ８０ ６９ １５０
受 取 配 当 金 ５０９ ４２１ ９４０
そ の 他 ２７ ３２ ２３６

 Ⅴ　営　　業　　外　　費　　用 ９７ 0.7 ６９ 0.4 ６４ 0.2

支 払 利 息 ３ ４ ７

有 価 証 券 評 価 損 ３９ ２９ ３４

そ の 他 ５５ ３４ ２１

経 常 利 益 １８０ 1.3 ３４４ 2.3 ９７７ 3.3

 Ⅵ　特　　　別　　　利　　　益 ５０５ 3.6 ８ 0.0 ７６８ 2.6

関 係 会 社 株 式 売 却 益 － － ４５８
私 財 受 贈 益 ３００ － ３００
営 業 権 譲 渡 益 １９２ － －
そ の 他 １３ ８ ９

 Ⅶ　特　　　別　　　損　　　失 １４１ 1.0 ２８ 0.2 ３５３ 1.2

税引前中間(当期)純利益 ５４４ 3.9 ３２５ 2.1 １,３９２ 4.7

法人税､住民税及び事業税 １７ 0.1 １３ 0.1 ５０４ 1.7

法 人 税 等 調 整 額 ４１ 0.3 △　　５２ △ 0.4 △　１６４ △ 0.6

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ４８５ 3.5 ３６４ 2.4 １,０５３ 3.6

前 期 繰 越 利 益 ３５１ ５５８ ５５８
中 間 配 当 額 － － ３１９
中間配当に伴う利益準備金積立額 － － ３１

中間 ( 当期 ) 未処分利益 ８３７ ９２３ １,２６０
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［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］
1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券
子会社株式及び関連会社株式 ………………… 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの ……………………………… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

時価のないもの ……………………………… 移動平均法による原価法
(2) たな卸資産
商品，製品，原材料及び仕掛品 ……………… 総平均法による低価法
貯蔵品 …………………………………………… 最終仕入原価法

(3) デリバティブ ……………………………………… 時価法

2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 ……………………………………… 定率法

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除
く）については定額法
なお、主な耐用年数は以下の通り
建　　　　物　　　　31～50年
工具器具備品　　　　 2～ 6年

(2) 無形固定資産 ……………………………………… 定額法
ただし、市場販売目的のソフトウェアについては販売可能有効期
間における見込販売数量に基づく方法、自社利用のソフトウェア
については社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法

(3) 長期前払費用 ……………………………………… 定額法（主として5年で償却）

3. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金 ………………………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

(2) 投資評価引当金 …………………………………… 子会社株式の価値の減少による損失に備えるため、投資先の財政
状態を勘案し、必要額を見積計上しています。

(3) 賞与引当金 ………………………………………… 従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上し
ています。

(4) 退職給付引当金 …………………………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において
発生していると認められる額を計上しています。
なお、当中間会計期間末においては、年金資産見込額が退職給付
債務見込額を超過しているため、超過額を前払年金費用に計上し、
投資その他の資産の「その他」に含めて表示しています。
会計基準変更時差異（324 百万円）については、5 年による按分
額を費用処理しています。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）による定率法により、発生年度
の翌事業年度から費用処理することとしています。

(5) 役員退職慰労引当金 ……………………………… 役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく中間期末
要支給額を計上しています。

4. リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

5. 消費税等の処理方法
税抜方式で処理しています。
なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動資産の「その他」に含めて表示しています。

6. 中間会計期間に係る税額計算方法
中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当期において予定している利益処分による特別償却準備金の取
崩しを前提として、当中間会計期間に係る金額を計算しています。
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［注記事項］
（中間貸借対照表関係） (単位：百万円)

２００１年９月中間期 ２０００年９月中間期 ２００１年３月期
（2 0 0 1 . 9 . 3 0） （2 0 0 0 . 9 . 3 0） （2 0 0 1 . 3 . 3 1）

担 保 提 供 資 産 及 び 対 応 債 務
担 保 提 供 資 産 ３,０７６ ３,１７５ ３,１２２
対 応 す る 債 務 １,４１２ ５１４ １,３９４

保 証 債 務 ８８１ ７６９ １,２０８

輸 出 手 形 割 引 高 ５７３ ７３１ ５０８

中間期末 ( 期 末 ) 日 満期受取手形 ２８ ２７ ７０

（注）中間期末（期末）日満期手形の会計処理については、当中間期末（期末）日が金融機関の休日のため、満期日に
決済が行われたものとして処理しています。

（中間損益計算書関係）
(単位：百万円)

２００１年９月中間期 ２０００年９月中間期 ２００１年３月期
（2001.4.1～2001.9.30）（2000.4.1～2000.9.30）（2000.4.1～2001.3.31）

減  価  償  却  実  施  額
有 形 固 定 資 産 ４２５ ４２７ ９１１
無 形 固 定 資 産 ６５ ５６ １１８

（リース取引関係）

項　　　　　目
２００１年９月中間期
（2001.4.1～2001.9.30）

２０００年９月中間期
（2000.4.1～2000.9.30）

２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期
（2000.4.1～2001.3.31）

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末 ( 期 末 ) 残 高 相 当 額

取得価額

相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期
末残高
相当額

取得価額

相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期
末残高
相当額

取得価額

相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高

相 当 額

機械及
び装置

百万円

２４３

百万円

１９３

百万円

５０

機械及
び装置

百万円

２４３

百万円

１５３

百万円

９０

機械及
び装置

百万円

２４３

百万円

１７３

百万円

７０

工具器
具備品 ５７ ５４ ２

工具器
具備品 １０７ ９１ １６

工具器
具備品 ６３ ５４ ８

その他 ６ ４ １ その他 ６ ３ ３ その他 ６ ３ ２

合 計 ３０７ ２５２ ５４ 合 計 ３５７ ２４７ １１０ 合 計 ３１３ ２３１ ８１

未 経 過 リ ー ス 料

中間期末(期末)残高相当額

１年以内 　　２７百万円
１年超 　　　３１百万円
合　計 　　　５９百万円

１年以内 　　５７百万円
１年超 　　　５９百万円
合　計 　　１１６百万円

１年以内 　　４３百万円
１年超 　　　４４百万円
合　計 　　　８７百万円

支 払 リ ー ス 料 ３０百万円 ３５百万円 ６６百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 ２６百万円 ３１百万円 ５９百万円

支 払 利 息 相 当 額 １百万円 ２百万円 ４百万円

減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額
法によっております。

同　　左 同　　左

利 息 相 当 額 の 算 定 方 法 リース料総額とリース物件
の取得価額相当額との差額
を利息相当額とし、各期への
配分方法については、利息法
によっております。

同　　左 同　　左
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（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
（単位：百万円）

2001年9月中間期(2001.9.30) 2000年9月中間期(2000.9.30) 2001年3月期(2001.3.31)
種類 中間貸借対

照表計上額
時 価 差 額

中間貸借対
照表計上額

時 価 差 額
貸借対照
表計上額

時 価 差 額

子会社株式 2,778 3,385 607 189 1,929 1,740 2,554 5,082 2,527


